
令和８年10月26日
春江橋架替工事（その７）についての一般競争入札説明書
１　工事概要等
（１）工事件名　　春江橋架替工事（その７）
（２）工事場所　　江戸川区一之江二丁目、春江町三丁目
（３）工事内容　　ア　橋　　長　　　　　Ｌ＝115.0ｍ

イ　幅　　員　　　　　Ｂ＝ 14.8ｍ

ウ　形　　式　　　　　三径間連続鋼床版鈑桁橋

エ　架設重量　　　　　Ｗ＝522.722ｔ

（４）工　　期　　契約確定日の翌日から　370日間
２　入札参加資格
　　　次の条件を全て満たしていることとします。
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定による欠格条項に該当しないこと。

（２）東京電子自治体共同運営電子調達サービス（以下「電子調達サービス」という。）の建設工事等競争入札参加資格において、申請先自治体として「江戸川区」を登録していること。
（３）本入札公告日時点の電子調達サービス共同格付「鋼けた」が50位以内の者

（４）入札公告日から過去２年間に、江戸川区からの受注工事で、江戸川区請負工事成績評定事務要綱に基づく工事成績評定において60点未満の評定を受けていないこと。

（５）「鋼構造物」の特定建設業許可を受け、前記１の施工に必要な監理技術者を専任できること。なお、本工事の工場製作過程で、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで行われる場合で当該工場製作のみが稼働している期間は、監督員との協議の上、技術者等の重複が認めることとする（専任を要しない。）。
（６）次に掲げる要件を全て満たす者であること。この場合において、ア及びイの要件は、同一工事であることを要しないものとする。
ア　企業の施工実績に関する要件
　　　　　平成23年度以降に元請けとして完成・引渡しが完了した同一工事において、次の（ア）から（ウ）までの条件を全て満たす施工実績を有すること。
　　　（ア）　鋼橋上部工事で、鋼材重量450ｔ以上であること。
（イ）　フローティングクレーン又はクレーン付き台船による橋梁架設工事であること。
（ウ）　国土交通省土木工事標準積算基準書（令和８年度版）において、共通仮設費率の補正における施工地域区分が大都市補正の対象地域であること。
イ　配置予定監理技術者の施工経験に関する要件
　　　　　本工事に配置予定の監理技術者が、平成23年度以降に元請けとして完成・引渡しが完了した、上記アの（ア）及び（ウ）の条件を満たす工事において、監理技術者、主任技術者、現場代理人等として従事した経験を有すること。
（７）江戸川区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱に基づく指名停止措置期間中でないこと。
（８）江戸川区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置期間中でないこと。

３　申請手続等

（１）入札参加資格確認申請

申請は電子調達サービスで行ってください。

申請に当たっては、以下の書類の提出が必要になります。スキャナ等で読み取り、電子データとして申請入力時に添付してください。

書類を添付できない事情のある場合はご相談ください。他の方法をご案内します。

申請が完了すると、「入札参加資格確認申請書受理書」が表示されますのでご確認ください。

申請期限　　令和８年11月10日（火）　正午
［提出書類］

1 配置予定技術者の雇用関係が確認できる書類（雇用保険被保険者証、監理技術者資格者証、特別徴収税額決定通知書等の写し）

2 配置予定技術者の監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写し。ただし、特例監理技術者として配置する場合は、上記に加えて監理技術者補佐を証明する書類の写しを添付する。
3 本店及び全ての営業所等における専任の技術者が確認できる書類（建設業許可申請書様式第８号「専任技術者証明書」又は様式第１号別紙４「専任技術者一覧表」の写し）
4 「建設業の許可について（通知）」及び「経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書」の写し
5 前記２（６）ア及びイの実績等が確認できる（一財）日本建設情報総合センターの工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）の竣工時工事カルテ受領証（技術データを含む。）の写し
（２）入札参加者の決定
　　　　審査の上、要件を満たす者には入札参加資格確認結果通知書を交付します。

　　　　入札参加資格がないとされた者には、その理由を付して、文書により通知します。
　　　　なお、入札参加資格確認結果通知書を交付後、入札参加時までに「２　入札参加資格」を満たさなくなった場合は、入札に参加することはできません。
（３）入札方法
電子入札とします。
（４）開札の日時及び場所
令和８年12月９日（水）  午前９時５分  　　江戸川区役所３階　契約係
４　予定価格　　1,078,388,000円（消費税及び地方消費税を含みません。）
５　落札者の決定方法
予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とします。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札したものを落札者とする場合があります。
　　　前記ただし書に該当する場合、本区が行う調査に協力義務があります（江戸川区制限付一般競争入札実施基準に係る運用基準第４及び江戸川区低入札価格調査制度実施要綱）。

なお、契約に際しては後記７（２）掲載の契約保証金が必要となり、これが納付できないときは失格とします。
６　契約締結等

（１）開札日以降に落札者に対し、契約条項を総務部契約課で示します。

（２）本件工事契約は、江戸川区議会の議決に付すべき契約及び財産の所得又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を要するので、落札者と仮契約を締結し、江戸川区議会で議決された後に、本契約を締結することとなります。

（３）前記５により落札者の決定を受けた者及び落札者の決定を保留された者が、当該本契約の締結までの間において、前記２に掲げる入札参加資格のいずれかを失ったときは、当該落札者決定及び落札者決定の保留を取り消し、当該本契約の締結を行わないものとします。
（４）本件工事契約は、江戸川区公契約条例の規定が適用されます。設計図書にある「江戸川区公契約条例の適用について」をご参照ください。

７　その他の事項
（１）入札保証金
　　  　免除します。
（２）契約保証金
　　　前記５により落札者として決定された者が本区と契約を締結する時は、江戸川区契約事務規則第46条第１項の規定に基づく、契約金額の100分の10以上の契約保証金の納付（ただし、落札者の繰越利益剰余金からの拠出に限る。）又は契約金額の100分の10以上の保証金額となる、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証が必要となります。
　　なお、契約保証金と履行保証保険契約との併用は出来ません。
また、落札者が上記契約保証金の納付又は履行保証保険契約の締結以外の方法を希望するときで相当の理由があると本区が認めた場合で、江戸川区契約事務規則第47条の規定に基づき、契約保証金の代替として確実で十分な担保価値があると認めた場合は、それによることができるものとします。この場合において本区の調査に対し落札者は応じる必要があります。
（３）資料の送付等
現場説明会は行いません。設計図書等の資料については、入札公告期間に「えどがわファイル転送サービス」で配付します。希望者は、電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）に必要事項を入力し、利用規約を添付して、申請してください。申請内容の確認後、区からダウンロード用のＵＲＬをご連絡いたします。

電子申請サービス（ＬｏＧｏフォーム）：　https://logoform.jp/form/L6MJ/1851396
※　入札参加資格確認申請前から、設計図書等は配布可能です。
（４）資料についての質問
資料について質問がある場合、電子調達サービスにて、令和８年11月27日（金）正午までに質問登録してください。
（５）入札等の無効
　　  本告示において示した入札参加資格のない者の行った入札及び申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消すものとします。
（６）その他
　　　低入札価格調査を受けた者と契約した場合の前払金の支払に際しては、前払金保証契約を証する書面のほかに、その他根拠となる書類等の提出を求める場合があります。
　　　なお、上記に明示していない事項については、関係法令規則等によります。
（７）申請についての質問等
総務部契約課契約係　　ＴＥＬ　03-5662-1005（直通）

　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　03-5662-1006
以上
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